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８　よくある問合せ②（生活介護、施設入所、共同生活援助）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）重度障害者支援体制加算Ⅱ（個別加算及び初期加算）について
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（２）大規模住居減算について（事業所の定員の合計が21人以上の場合）
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サービス

大項目 報酬に関すること

小項目 重度障害者支援体制加算Ⅱ（個別加算及び初期加算）について

考え方

根拠条文

『参考資料』

「令和３年度障害福祉関係指導監督 従事職員向け講座」資料より抜粋

生活介護、施設入所支援

項　目

【１】個別加算

　重度障害者支援加算(Ⅱ)における個別の支援に対する180単位の加算の要件として、

①基準人員及び人員配置体制加算により求められる人員に加えて従事者を配置すること。

②強度行動障害支援者養成研修(基礎研修)修了者（以下「基礎研修修了者」という。）

　１人につき、強度行動障害を有する利用者５人まで算定できる。

③基礎研修修了者の配置については４時間程度配置する。

とされていますが、対象利用者が６人以上で基礎研修修了者を複数人配置する場合であっても、

従事者１名以上を加算算定する１日につき４時間以上配置することで算定可能としています。



【２】初期加算

　重度障害者支援加算(Ⅱ)における500単位の初期加算については、留意事項通知において「重度の

行動障害を有する者が、サービス利用の初期段階（施設入所支援の場合は入所の初期段階）におい

て、環境の変化等に対応するため特に手厚い支援を要することを評価したものである。」と示され

ていることから、算定期間である180日の起算点は、当該利用者のサービス利用開始日となります。

【１】

・平18障発1031001　第二の2(6)⑩(三)

・平18障発1031001　第二の2(9)⑤(二)

・平成27年度障害福祉サービス等報酬改定に関するQ＆A VOL.2 問35



【２】

・平18障発1031001　第二の2(6)⑩(二)

・平18障発1031001　第二の2(9)⑤(三)


image2.emf
サービス

大項目 報酬に関すること

小項目 大規模住居減算について（事業所の定員の合計が21人以上の場合）

考え方

注釈

根拠条文

共同生活援助

項　目



　住居ごとの定員の合計が21人以上であり、一体的な運営が行われている共同生活援助

事業所においては、基本報酬の算定が所定単位数の95%となります。

　なお、「一体的な運営が行われている」とは、同一敷地内または近接的な位置関係に

ある住居であり、世話人及び生活支援員の勤務体制がそれぞれの住居の間で明確に区分

されていない場合を指します。



　したがって、住居ごとの定員の合計が21人以上となる共同生活援助事業所において

は、住居ごと(※)のシフト表作成及び勤怠管理を行うなど、「いつ、誰が、どこで何の

勤務するのか」を明確に区分して配置し、また、その実績を記録することで、「一体的

な運営が行われている」とはいえないものと判断することができます。

　なお、該当する事業所においては、市へ提出する勤務形態一覧表についても、住居ご

と(※)に作成してください。



・平18障発1031001　第二の3(8)①(三)

・平成26年度障害福祉サービス等報酬改定に関するQ＆A（抄）問11～14



※同一敷地内または近接的な位置関係にある住居の場合、住居ごとの定員の合計が20人

以下となるグループを形成し、当該グループごとに世話人及び生活支援員の勤務体制を

明確に区分することとしても可。


